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「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」 

運用細目 

 

 標記協定に基づき、円滑な応援の実施を図るために以下の運用を定める。 

 

１ 協定第１条『目的』 

（１）「プレストレスト・コンクリート構造物等」とは以下の構造物をいう。 

１）橋梁 

２）スノーシェッド 

３）ロックシェッド 

４）その他、必要と認められる構造物 

 

２ 協定第２条『応援の要請』 

（１）甲は、乙に応援を要請するときは、電話等で要請した後、速やかに別添様式１を提

出する。なお、大規模災害の発生により甚大な被害が想定されるが、甲からの応援要

請がない場合は、乙は甲に対し応援の要否について、確認するものとする。 

（２）乙は、応援を要請されたときは、出動する会員を調整し甲に電話等で報告した後、

速やかに別添様式２により報告する。また、出動する会員は、総合支庁建設部又は出

先機関に電話で連絡し、応援の実施に係る個別調整を行う。 

（３）災害の状況により、乙が十分な実施体制が組めない場合は別途協議する。 

 

３ 協定第３条第１項『応援の内容』 

（１）緊急点検は、甲が通行の可否等の迅速な判断を行うために必要な資料の情報収集と

し、目視による被害状況調査、写真撮影及び報告書作成とする。 

（２）緊急点検は、乙の行う社会貢献活動であることを理解し、応援の内容が過度になら

ぬよう十分配慮する。 

（３）応急対策は、緊急輸送道路の早期啓開や孤立集落の解消等のため応急的に必要な対

策とする。 

 

４ 協定第３条第２項『応援の完了』 

（１）乙の会員は、緊急点検の結果を、逐次、総合支庁建設部又は出先機関に別添様式４

により直接報告するものとし、通行止めなど早急な対応が必要な場合は、電話等で速

やかに報告する。 



 

（２）乙は、応援を完了したときは、別添様式３及び様式４を速やかに甲に提出する。甲

は、乙から提出のあった別添様式３及び様式４を総合支庁建設部又は出先機関に送付

する。 

（３）乙の会員は、本協定に基づいて実施した活動実績の証明が必要な場合には、別添様

式５を総合支庁建設部又は出先機関に提出し証明を受けるものとする。 

 

５ 協定第４条『応援の実施体制』 

（１）乙は、甲と協議のうえ、４地域ごとに応援を担当する会員をあらかじめ定めてお

くものとする。なお、本協定の事務の窓口は、甲は山形県県土整備部管理課に、乙

は一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会東北支部事務局とする。 

 

６ 協定第５条『経費の負担』 

（１）応急対策の検討や工事などが必要と認められる場合は、その経費の負担について、

総合支庁建設部又は出先機関と乙の会員との間で遅滞なく契約を締結する。 

 

７ 協定第８条『その他』 

（１）乙は、甲が特に必要として甲以外の者が管理する構造物の緊急点検の応援を依頼

した場合は、当該構造物の管理者と緊急点検の応援の内容等を協議するものとする。 

 

 

付則 この運用は、平成２８年３月２２日から効力を生ずる。 
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様式１ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長 様 

 

 

山形県県土整備部長    

（ 公 印 省 略 ）   

  

 

大規模災害時における応急対策業務の応援要請について 

 

 「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」第２条に基づき、下

記のとおり応援を要請します。 

 

                                   記 

 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所  

    ○○総合支庁管内（又は一般県道○○線等） 

 

３ 業務内容 

 緊急点検 

 応急対策の検討及び工事 

 その他必要な事項 

※該当するものにチェックを入れる。 

 

 

４ 問い合わせ先 

      （山形県県土整備部○○課  担当者名○○  電話番号○○） 

 

✓ 



様式２ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 山形県県土整備部長 様 

 ○○総合支庁建設部長（又は出先機関の長）様 

  

 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長  

 (公印省略)  

 

 

応援要請に基づく出動会員について（報告） 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった件について、

下記のとおり報告します。 

 今後の調整については、下記の出動会員と直接連絡願います。 

 

記 

 

出動箇所 ○○総合支庁管内 

出動会員数 ◇◇社 

番号 会社名・電話番号 担当者・携帯番号 

１ 
△△△△株式会社 

０２２－    － 

□□ □□ 

０９０－   － 

２ 
 

 

 

３ 
 

 

 

４ 
 

 

 

５ 
 

 

 

 



様式３ 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 山形県県土整備部長 様 

 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長 

(公印省略)  

 

大規模災害時における応急対策業務の報告について 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった応急対策業務

について、完了したので下記のとおり報告します。 

 

                                   記 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所及び業務内容 

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号） 
橋梁名等 

（路線名） 

所在 

市町村 
出動会員 

業務内容 

公所 連番 
災害発生 

年月日 

協 

会 

緊急 

点検 

応急対策の 

検討、工事 
その他 

01 001 20160311 P 

○○○橋 

（主要地方道○○○○

○○線） 

○○○市 ㈱○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 〔公所〕 01:村山、02:西村山、03:北村山、04:最上、05:置賜、06:西置賜、07:庄内、08:庄内空港、09:港湾事務所 

※ 〔連番〕 連番は公所ごととする。 

※ 〔協会〕 Ｐ：プレストレスト・コンクリート建設業協会、Ｍ：日本橋梁建設協会 

✓ 
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手続きフロー
「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」

③ 出動会員 
    の調整 

 
山形県県土整備部 

管理課 
TEL 023-630-3130 

FAX 023-630-2573 

 
ＰＣ建設業協会 

東北支部 
TEL 022-266-8377 

FAX 022-227-5641 

緊急点検の報告 
（様式4,電話） 

① 応援要請 
    （電話等） 

応急対策の検討及び 
工事等が必要な場合は 

別途契約 

⑤  連絡、調整 
  及び応援実施 

② 応援要請（電話,様式1） 

⑥ 完了報告 
   （様式3,4） 

⑥ 完了報告 
    （様式4） 

出動会員の報告、 
応援実施の個別調整 

⑦  活動実績の証明 
（様式5） 

村山地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

最上地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

置賜地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

庄内地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

村山地域 

村山総合支庁建設部 

最上地域 

最上総合支庁建設部 

置賜地域 

置賜総合支庁建設部 

庄内地域 

庄 内 空 港 事 務 

庄内総合支庁建設部 

港  湾  事  務  所 

運用細目２（１） 

④ 出動会員報告（電話,様式2） 
運用細目２（２） 

⑥ 完了報告（様式3,4） 

運用細目２（２） 

運用細目４（１） 

運用細目６（１） 

運用細目４（３） 

※協会は県と協議のうえ、４地域ごとに 

    応援を担当する会員をあらかじめ定 

    めておく。 

 

 

※村山地域及び置賜地域においては、 

    本庁舎、分庁舎単位で、連絡、調整 

    等を行うこととする。・・・⑤、⑦ 

 

運用細目５（１） 

運用細目２（２） 

運用細目４（２） 

※通行止めなど早急な対応が必要

な場合は、電話等で速やかに報告 

運用細目４（２） 
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「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」 

運用細目 

 

 標記協定に基づき、円滑な応援の実施を図るために以下の運用を定める。 

 

１ 協定第１条『目的』 

（１）「鋼構造物等」とは以下の構造物をいう。 

１）橋梁（主桁等主部材が鋼製の橋梁） 

２）その他、必要と認められる構造物 

 

２ 協定第２条『応援の要請』 

（１）甲は、乙に応援を要請するときは、電話等で要請した後、速やかに別添様式１を提

出する。なお、大規模災害の発生により甚大な被害が想定されるが、甲からの応援要

請がない場合は、乙は甲に対し応援の要否について、確認するものとする。 

（２）乙は、応援を要請されたときは、出動する会員を調整し甲に電話等で報告した後、

速やかに別添様式２により報告する。また、出動する会員は、総合支庁建設部又は出

先機関に電話で連絡し、応援の実施に係る個別調整を行う。 

（３）災害の状況により、乙が十分な実施体制が組めない場合は別途協議する。 

 

３ 協定第３条第１項『応援の内容』 

（１）緊急点検は、甲が通行の可否等の迅速な判断を行うために必要な資料の情報収集と

し、目視による被害状況調査、写真撮影及び報告書作成とする。 

（２）緊急点検は、乙の行う社会貢献活動であることを理解し、応援の内容が過度になら

ぬよう十分配慮する。 

（３）応急対策は、緊急輸送道路の早期啓開や孤立集落の解消等のため応急的に必要な対

策とする。 

 

４ 協定第３条第３項『応援の完了』 

（１）乙の会員は、緊急点検の結果を、逐次、総合支庁建設部又は出先機関に別添様式４

により直接報告するものとし、通行止めなど早急な対応が必要な場合は、電話等で速

やかに報告する。 

（２）乙は、応援を完了したときは、別添様式３及び様式４を速やかに甲に提出する。甲

は、乙から提出のあった別添様式３及び様式４を総合支庁建設部又は出先機関に送付



 

する。 

（３）乙の会員は、本協定に基づいて実施した活動実績の証明が必要な場合には、別添様

式５を総合支庁建設部又は出先機関に提出し証明を受けるものとする。 

 

５ 協定第４条『応援の実施体制』 

（１）乙は、甲と協議のうえ、４地域ごとに応援を担当する会員をあらかじめ定めてお

くものとする。なお、本協定の事務の窓口は、甲は山形県県土整備部管理課に、乙

は一般社団法人日本橋梁建設協会事務局とする。 

 

６ 協定第５条『経費の負担』 

（１）応急対策の検討や工事などが必要と認められる場合は、その経費の負担について、

総合支庁建設部又は出先機関と乙の会員との間で遅滞なく契約を締結する。 

 

７ 協定第８条『その他』 

（１）乙は、甲が特に必要として甲以外の者が管理する構造物の緊急点検の応援を依頼

した場合は、当該構造物の管理者と緊急点検の応援の内容等を協議するものとする。 

 

 

付則 この運用は、平成２８年３月２２日から効力を生ずる。 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様   式   等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年３月 
 

 

 

 

 

 

山 形 県 県 土 整 備 部 
 

一般社団法人日本橋梁建設協会 
 



様式１ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 一般社団法人日本橋梁建設協会会長 様 

 

 

山形県県土整備部長    

（ 公 印 省 略 ）   

  

 

大規模災害時における応急対策業務の応援要請について 

 

 「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」第２条に基づき、下

記のとおり応援を要請します。 

 

                                   記 

 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所  

    ○○総合支庁管内（又は一般県道○○線等） 

 

３ 業務内容 

 緊急点検 

 応急対策の検討及び工事 

 その他必要な事項 

※該当するものにチェックを入れる。 

 

 

４ 問い合わせ先 

      （山形県県土整備部○○課  担当者名○○  電話番号○○） 

 

✓ 



様式２ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 山形県県土整備部長 様 

 ○○総合支庁建設部長（又は出先機関の長）様 

  

 

一般社団法人日本橋梁建設協会会長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

応援要請に基づく出動会員について（報告） 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった件について、

下記のとおり報告します。 

 今後の調整については、下記の出動会員と直接連絡願います。 

 

記 

 

出動箇所 ○○総合支庁管内 

出動会員数 ◇◇社 

番号 会社名・電話番号 担当者・携帯番号 

１ 
△△△△株式会社 

０２２－    － 

□□ □□ 

０９０－   － 

２ 
 

 

 

３ 
 

 

 

４ 
 

 

 

５ 
 

 

 

 



様式３ 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 山形県県土整備部長 様 

 

一般社団法人日本橋梁建設協会会長 

( 公 印 省 略 ) 

 

大規模災害時における応急対策業務の報告について 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった応急対策業務

について、完了したので下記のとおり報告します。 

 

                                   記 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所及び業務内容 

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号） 
橋梁名等 

（路線名） 

所在 

市町村 
出動会員 

業務内容 

公所 連番 
災害発生 

年月日 

協 

会 

緊急 

点検 

応急対策の 

検討、工事 
その他 

01 001 20160311 M 

○○○橋 

（主要地方道○○○○

○○線） 

○○○市 ㈱○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 〔公所〕 01:村山、02:西村山、03:北村山、04:最上、05:置賜、06:西置賜、07:庄内、08:庄内空港、09:港湾事務所 

※ 〔連番〕 連番は公所ごととする。 

※ 〔協会〕 Ｐ：プレストレスト・コンクリート建設業協会、Ｍ：日本橋梁建設協会 

✓ 



※

速報の記録

年 月 日

班

線

① ｍ ｍ

　 橋

　

　

道

・ 線 所見

② ｍ ｍ

　 橋

　

路線名： 　

道

・ 線 所見

③ ｍ ｍ

　 橋

　

路線名： 　

道

・ 線 所見

③　施工会社対応の場合は、班名を会社名と読み替え、路線名は橋梁毎記入する。　

様式4-1

被災状況の速報（被災橋梁）

①　被災甚大の場合はまず口頭で対応するが、下記を記録しておくものとする。

　
会 社 名

（出動会員）

②　（走行安定性）および（耐荷性能）の判定は「災害時即応体制ガイドライン（日本橋梁

　建設協会）」Ⅲ．（４）による。

橋梁調査実働班名 第

速報実施日 平成

班長

橋梁調査路線名 　 道

道路管理者 速報相手方

＊災害対策本部・現地連絡本部・各対策班へは、橋梁調査対策班より連絡する。

速　　報　　先

橋梁調査対策班 速報相手方

橋長 幅員

橋梁形式

およその橋長・幅員

災
　
害
　
橋
　
梁
　
点
　
検
　
結
　
果

路線名：

走行性(地震被害) ａ　・　ｂ　・　ｃ

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

走行性(地震被害) ａ　・　ｂ　・　ｃ

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

経年劣化

詳細点検の必要性 有り　　・　　無し

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

橋梁形式

およその橋長・幅員 橋長

有り　　・　　無し詳細点検の必要性

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

幅員およその橋長・幅員

ａ　・　ｂ　・　ｃ

詳細点検の必要性 有り　　・　　無し

走行性(地震被害)

経年劣化 Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

橋長

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

経年劣化 Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

橋梁形式

幅員

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）



°  '  ''

°  '  ''

＊ ①　施工会社名等は、橋歴版等より調査する。

②　施工会社より一般図を入手して、A3サイズで添付する。

③  協会会員会社外の納入橋梁の場合は、一般図の入手を道路管理者に依頼する。

架橋場所データ

竣工年月

形式

架橋場所

ＴＥＬ

ＦＡＸ

橋梁名称

担当者名

様式4-2

発注機関

事務所名

路線名

調査日

天候

調査担当班長

鋼重（ｔ）

経年劣化の判定

走行安全性

有効幅員（ｍ）

被災度の判定

支間（ｍ）

橋長（ｍ）

調査・点検結果

被害・損傷の程度
および変状

※損傷・変状がな
い場合は、記載不
要 路　面

床版下面

伸縮装置

写真 No

写真 No

写真 No

写真 No

基　礎

橋　台

写真 No

写真 No
落橋防止装置

写真 No

写真 No

写真 No

支承部

M　・　S　・　N

As ・ A ・ B ・ C ・ D耐荷性能a ・ b ・ c

橋　脚

主構造
（上部工）

北緯

東経

（ＧＩＳデータ）

会 社 名
（出動会員）

　

調査・点検結果報告書

施工会社名

担当部署

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号）



整理番号（コード番号）

様式4-3

　（写真撮影箇所）

（損傷・変状の説明）

橋梁名　 橋梁管理者 路線名

写真 No

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

　（写真撮影箇所）

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

　（写真撮影箇所）

（損傷・変状の説明）

写真 No

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

写真 No

（損傷・変状の説明）



会社名

様式4-4

橋梁名　 橋梁管理者 路線名

整理番号（コード番号）

勝鬨橋

勝鬨橋



様
式

５
 

  

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る

応
急
対

策
業
務
の

応
援

に
関

す
る
協
定

に
基
づ
く

活
動
実
績
証
明
書
 

 応
援

要
請

年
月

日
 

○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
 
管
第
○
○
○
号
 
）
 

活
動

企
業

名
 

○
○
○
○
株
式
会
社
 

路
線

・
河

川
名

等
 

主
要
地
方
道
○
○
○
○
線
 
○
○
橋
 
外
 

活
動

場
所
 

○
○
市
○
○
地
内
 
外
 

活
動

内
容
 

□
 
緊
急
点
検
 

□
 
応
急
対
策
の
検
討
及
び
工
事
 

□
 
そ
の
他
必
要
な
事
項
 

※
該
当
す

る
も
の

に
チ
ェ

ッ
ク
を

入
れ
る

。
 

活
動

実
施

日
 

平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
 
～
 
平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
 

  
 

上
記

活
動

は
、

山
形

県
県

土
整

備
部

長
と

一
般

社
団

法
人

日
本

橋
梁

建
設

協
会

会
長

が
締

結
し

た
「

大
規

模
災

害
時

に
お
け
る
応
急
対
策
業
務
の

応
援
に
関

す
る

協
定

」
に
基
づ

く
活

動
で

あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
。
 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

平
成

△
△
年
△

△
月

△
△

日
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

○
○

総
合
支
庁

建
設

部
○

○
課
長
 
（
氏
名
）
□
□
 □

□
 
 
○印

 

 



「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」
手続きフロー

③ 出動会員 
    の調整 

 
山形県県土整備部 

管理課 
TEL 023-630-3130 

FAX 023-630-2573 

 
日本橋梁建設協会 

事務局 
TEL 03-3507-5225 

FAX 03-3507-5235 

緊急点検の報告 
（様式4,電話） 

① 応援要請 
    （電話等） 

応急対策の検討及び 
工事等が必要な場合は 

別途契約 

⑤  連絡、調整 
  及び応援実施 

② 応援要請（電話,様式1） 

⑥ 完了報告 
   （様式3,4） 

⑥ 完了報告 
    （様式4） 

出動会員の報告、 
応援実施の個別調整 

⑦  活動実績の証明 
（様式5） 

村山地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

最上地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

置賜地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

庄内地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

村山地域 

村山総合支庁建設部 

最上地域 

最上総合支庁建設部 

置賜地域 

置賜総合支庁建設部 

庄内地域 

庄 内 空 港 事 務 

庄内総合支庁建設部 

港  湾  事  務  所 

運用細目２（１） 

④ 出動会員報告（電話,様式2） 
運用細目２（２） 

⑥ 完了報告（様式3,4） 

運用細目２（２） 

運用細目４（１） 

運用細目６（１） 

運用細目４（３） 

※協会は県と協議のうえ、４地域ごとに 

    応援を担当する会員をあらかじめ定 

    めておく。 

 

 

※村山地域及び置賜地域においては、 

    本庁舎、分庁舎単位で、連絡、調整 

    等を行うこととする。・・・⑤、⑦ 

 

運用細目５（１） 

運用細目２（２） 

運用細目４（２） 

※通行止めなど早急な対応が必要

な場合は、電話等で速やかに報告 

運用細目４（２） 
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（山形県県土整備部建築住宅課）
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山形県(以下「甲」という。)と日本下水道事業団(以下「乙」という。)とは、甲の所管する
下水道施設について災害が発生した場合において乙が行う下水道施設の維持又は修繕に関する工
事その他の支援(以下「災害支援」という。)に関し、次のとおり協定を締結する。

(目的等)

第1条この協定は、乙が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑な実施によ
り、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡大その他の生活
環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。

2 この協定は、下水道法(昭和器年法律第79号)第 15条の2に規定する災害時維持修繕協定
である。

山形県・日本下水道事業団災害支援協定

(対象)

第2条この協定の対象となる災害は、次の各号に掲げる原因により生ずるものとする。
a)暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、士石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑

りその他の異常な自然現象

②その他甲と乙の協議により定めるもの

2 この協定の対象となる下水道施設は、別記に掲げるもの(以下「協定下水道施設」という。)
とする。

(災害支援の内容)

第3条乙が行う災害支援の内容は、次の各号に掲げるものとする。
(1)災害の状況を確認するために行う現地調査(協定下水道施設の点検を含む。)
②公共士木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令(昭和26年政令第 107号)第5条第1項

の規定による災害報告に必要な資料の作成

得)協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にその
機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修繕に関す
る工事

④災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成 q乍成のために行う現地調査を含む。)
及び災害査定への立会

⑤前各号に掲げる災害支援に附帯する支援

(災害支援の要請の方法)

第4条甲は、乙に災害支援を要請しょうとする場合には、文書により行うものとする。ただし、
文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ装置を用いた送信(こ

れらの送信ができないときは、口頭又は電話)により当該要請を行うことができる。

2 前項ただし書の場合においては、甲は、事後において速やかに、乙に文書を交付するものと
ずる。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が行った災害支援に要した費用(第3条第1号及び第2号に規定する災害支援に

要したものを除く。)を負担するものとする。

(災害支援の実施)

第5条、、乙は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第3条に規定する

災害支援を行うものとする。

(災害支援の完了の報告)

第6条乙は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、甲に対し、速やかに

その内容を報告するものとする。
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2 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は薬品の代価その他の実
費に相当する額を甲に請求するものとする。

3 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うも
のとする。

(廃止)

第8条甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協議の上、この協定
を廃止することができる。

2 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への書
面による通告をもって、この協定を廃止することができる。

(事務局)

第9条この協定に基づく災害支援に係る事務局は、次の各号のとおりとする。
山甲の事務局山形県県士整備部下水道課
②乙の事務局日本下水道事業団東北総合事務所施工管理課

(協定の有効期間)

第10条この協定の有効期間は、この協定を締結した日から令和8年9月9日までとする。

(現況届の提出)

第Ⅱ条甲は、協定を締結したときは、乙に対し、遅滞なく、現況届を提出するものとする。
2 甲は、前項により提出した現況届の内容に変更が生じたときは、直ちに変更後の現況届を乙

に提出するものとする。

3 甲は、前2項に規定する現況届に基づき、当該協定を締結した日から起算して1年を経過す
るごとに、その間の経過を速やかに乙に報告するものとする。

4 第1項及び第2項に定める現況届は、様式によるものとする。

(その他)

第n条この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲と乙が協議して定める。

この協定を証するため、本書2通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうぇ、各々1通を保有す
る。

ー、く二tJ

令和 S年9月ノ0日

別記

しり If県
電

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

吉村山形県知事

1 終末処理場

a)山形浄化センター

②村山浄化センター

(3)置賜浄化センター

④庄内浄化センター

2 ポンプ場(マンホールポンプは除く。)
ω山形

須川中継ポンプ場

②村山

大沢川中継ポンプ場
村山野川中継ポンプ場
最上川中継ポンプ場

③置賜

置賜最上川中継ポンプ場

④庄内

京田川中継ポンプ場

乙 東京都文京区湯島二丁目

日本下水道事業団

理事長

プ丈フk

協定下水道施設、

31 番 27 号

森岡

W形県
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様式

日本下水道事業団理事長

山形県・日本下水道事業団災害支援協定第Ⅱ条に基づき現況届を提出します。
市町村名

担当部署名

担当者役職及び氏名①

担当者役職及び氏名②

殿

災害時

緊急連絡先

災害支援協定に係る現況届

維持管理

委託先

電話番号

FAX

E-mail

対象施設名

業者名

令和

電話番号

FAX

最新図面作成年月日

年

E-mail

留意事項

最新図面作成年月日

月

※1 御担当者様は2名以上ご登録願います。
※2 災害時緊急連絡先が複数ある場合は「,」で区切って御記入願います。
※3 維持管理委託先がない場合は、「維持管理委託先」欄を御記入いただく必要はありません。

維持管理委託先が複数ある場合は、行を増やして御記入願います。
※4 「対象施設名」欄は、対象施設ごとに対象施設名及び最新の図面の作成年月日を記載してください。

また、施設が複数ある場合は牙1絲氏を作成するか、行を増やして御記入願います。
※5 「留意事項」欄は、災害支援時に留意すべきことがあれば御記入願います。

日

ノレート図

設備フロー図

一般平面図

施設平面図

水位関係図

断面図

》
》

ー
、
●
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山形県知事吉村美栄子(以下「甲」という。)と山形県森林士木建設業協会会長

永井敏行(以下「乙」という。)とは、災害発生時のおける治山施設等及び県管理林道

等の緊急応急工事の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

山形県所管の治山施設等及び県管理林道施設に

対する緊急応急工事に関する協定書

(目的)

第 1 条この協定は、地震、地すべりや大雨等の異常な天然現象及び予期せぬ事故の

発生により、甲が管理する治山施設等(地すべり防止区域(林野庁所管)の施設を含

む。)及び県管理林道施設に被害が発生した場合等に備え、山形県森林士木建設業協会

の会員(以下「会員」という)は必要な建設機械、資材及び労力等(以下「建設資機

材等」という。)を事前に確保し、甲の要請により緊急に応急工事を実施できる体制を

整備することによって、速やかな緊急応急工事の着手が可能となり、被害の拡大を最

小限に止めるとともに、二次災害の発生を防止し、以って地域社会への貢献を図るこ

とを目的とする。

(

(対象施設等)

第 2 条業務の対象は、県が管理する治山施設、別表1に掲げる地すべり防止区域(林

野庁所管)、及び別表2に掲げる県管理林道施設等とする。

ただし、別表1、 2以外の施設等においても、甲乙協議のうえ、緊急に対応が必要

と判断した場合は、対象施設とすることができるものとする。

(業務の実施)

第 3 条甲は、対象施設等が被災し、又は被災のおそれがあり、放置することにょり

重大な二次災害や増破を招くと判断した場合は、緊急避難措置として現地調査、工法

検討並びに緊急応急工事(以下「緊急応急工事等」という。)を実施することとし、乙

に、出動を要請することができるものとする。

2 乙は、甲から出動の要請があったときは、速やかに会員の中から緊急応急工事等が

実施できる会員を選定し、甲に報告する。

3 甲は、乙の選定した会員に対し緊急応急工事等の内容を指示するものとする。

(業務の実施体制の報告)

第 4 条乙は、会員名簿及び緊急応急工事等に対応した事務フロー図を当該年度の4

月1日までに甲に提出するものとする。

2 乙は、前項で報告した内容に変更が生じた時は、速やかに甲に提出するものとする。

(費用)

第 6 条乙の選定した会員が当該協定に基づき出動した場合のうち、現地調査、工法

検討に要した費用は乙の負担、緊急応急工事に要した費用は甲の負担とする。

(契約の締結)

第 5 条甲が第3条第1項の緊急応急工事等を実施するために、乙に出動を要請した

場合のうち、緊急応急工事等の実施が必要と判断した場合、甲は、同条第2項に基づ

き、乙が選定した会員と遅滞なく契約を締結するものとする。

(損害の負担)

第 7 条業務の実施に伴い、甲、乙双方の責に帰さない理由により第三者に損害を及

ぼした場合、又は建設資機材等の損害が生じた場合、乙は、その事実の発生後遅滞な

く、その状況を書面により甲に報告し、その措置については、甲乙協議して定めるも

、のとする。

(有効期限)

第 8 条この協定の期間は、協定締結の日から令和2年3月31日までとする。

ただし、期間満了1ケ月前において、甲、乙いずれからも改廃の意思表示がない場

合は、この協定の期間を更に 1年間延長することとし、以後もこれによるものとする。

(その他)

第 9 条この協定に定められない事項、又は、この協定に疑義が生じたときは、その

都度、甲、乙が協議して定めるものとする。

この協定の証として、本書2通を作成し、甲乙が記名押印のうえ、それぞれ各1通

保有するものとする。

令和元年12月12日

甲:山形県知事

乙:山形県森林士木建設業協会

会長 永井敏〒

吉村美栄

(

W形県
M染

会設林囚
長業土形

協木県
印含建森

^
脚
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(趣旨)

第1条この協定は、山形県地域防災計画に基づく災害時における応急仮設住

宅の建設に関して、山形県(以下、「甲」という。)が、一般社団法人日本ム

ービングハウス協会(以下、「乙」という。)に協力を要請するにあたって必

要な事項を定めるものとする。

災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書

(定義)

第2条この協定において、「応急仮設住宅」とは、災害救助法(昭和22年法律

第 118号)第4条第 1項第 1号に定める応急仮設住宅(以下、「住宅」という。)

をいい、乙が認証した移動式木造住宅(ムービングハウス)のことをいう。

(要請の手続き)

第3条甲は、住宅建設の要請に当たっては、建築場所、戸数、規模、着工期

日およびその他必要と認める事項を文書をもって乙に連絡するものとする。

ただし、緊急の場合は、電話等によることができる。この場合において、甲

は、前記文書を事後速やかに乙に提出しなければならない。

(協力)

第4条乙は、前条の要請があったときは、乙の会員である住宅建設業者(以

下「丙」という。)のあっせんその他可能な限り甲に協力するものとする。

(住宅建設)

第5条乙のあっせんを受けた丙は、甲(甲が住宅建設業務を市町村長に委任

した場合は、当該市町村長。以下、同じ。)の要請に基づき住宅建設を行うも

のとする。

(費用の負担及び支払い)

第6条丙が前条の住宅建設に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 甲は、丙の住宅建設終了後検査をし、これを確認したときは、丙の請求に

より前項の費用を速やかに支払うものとする。

(連絡窓口)

第7条この協定の業務に関する連絡窓口は、甲においては山形県県士整備部

建築住宅課、乙においては一般社団法人日本ムービングハウス協会本部とす

る。

倖R 告)

第8条乙は、住宅建設について、協力できる建設能力等の状況を毎年1回甲

に報告するものとする。ただし、甲が必要と認めた場合は、乙に対し随時報

告を求めることができる。

(会員名簿の提供)

第9条乙は、この協定に係る乙の業務担当者名簿及び乙に加盟する会員の名

簿を毎年1回、甲に提供するものとし、担当者又は会員に異動があったとき

は、その都度甲に報告するものとする。

(協議)

第10条この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度甲乙協

議の上定めるものとする。

(適用)

第H条この協定は令和5年8月1日から適用する。

この協定を証するため本書2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その1

通を保有する。

令和5年8月1日

'

.

甲山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 北海道札幌市清田区美しが丘三条10丁目

2番 15 号

吉村美栄

" 1、<1"(.、',

ー,.1 ●、、.、、: 1-.;,

'七ミミ災区U

込形県
冊奨
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(趣旨)

第1条この協定は、山形県地域防災計画に基づく災害時における被災住宅の

応急修理(以下「応急修理」という。)に関して、山形県知事(以下「知事」

という。)が、山形県建設労働組合連合会(以下「建設労組」という。)に協

力を求めるにあたって必要な事項を定めるものとする。

災害時における被災住宅の応急修理に関する協定書

(定義)

第2条この協定において、「応急修理」とは、災害救助法(昭和 22年法律第 118

号)第4条第1項第6号に定める住宅の応急修理をいう。

(応急修理業者名簿の提供)

第3条建設労組は、この協定に係る業務担当者名簿及び乙の会員(応急修理

を行うことができる者に限る。以下「応急修理業者」という。)の名簿を毎年

6月末までに知事に提供するものとする。

2 前項の名簿に掲載されることを承諾した応急修理業者は、第6条の規定に

基づく知事(災害救助法第 13条の規定に基づき、知事が応急修理を市町村の

長に委任した場合は、当該市町村の長。以下次条から第7条まで同じ。)の指

示に従うことに同意したものとみなす。

(協力要請の手続き)

第4条知事は、応急修理に関して建設労組に協力を要請しようとするときは、

住宅の被災状況、応急修理の実施方針その他必要な事項を記載した文書をも

つて建設労組に連絡するものとする。ただし、緊急の場合は、電話等による

ことができる。この場合において、知事は、前記文書を事後速やかに提出し

なければならない。

(協力)

第5条建設労組は、前条の要請があったときは、可能な限り知事に協力する

ものとする。

(費用の負担)

第7条応急修理業者が前条の応急修理に要した費用(平成 25年10月1日内

閣府告示「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基

準」に定める限度額の範囲内に限る。)は、知事が負担するものとする。

(応急修理)

第6条知事は、応急修理業者に対し、修理の程度、方法及び期間を指示する

ものとする。

(連絡窓口)

第8条この協定に関する連絡窓口は、知事においては山形県県士整備部建築

住宅課、建設労組においては山形県建設労働組合連合会事務局とする。

(協議)

第9条この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度、知事

と建設労組で協議の上、定めるものとする。

(適用)

第 10条この協定は令和2年4月1日から適用する。

この協定を証するため本書2通を作成し、知事、建設労組で記名押印の上、

各自その1通を保有する。

令和2年3月26日

知事

山形県山形市松波丁目8番

山形県知事吉村美栄

建設労組

山形県山形市北町三丁匙N峯胃園
山形県建設労働組合L・騎,事師歌
委員長佐藤吋豆苓側属

妥会施艦
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災害時における山形県企業局所管の広域水道及び工業用水道の応急復旧資材の憾合等に関する協定

山形県企業局(以下「甲」という。)と日本水道鋼管協会(以下「乙」という。)とは、ナ也震、潮皮、即K害

その他の異常な自然現象及び水道災害により、甲の所管する水道旛斐及び工業用水道施設の管路(以下「管

理旛斐等」という。)力砕皮災した場合(以下「災害時」という。)における応急復旧資材の供給及て畦支術チ旨導・

助言(以下「応急復旧資材の供給等」という。)に関し、次のとおり協定を締%吉ずる。

(協定の目的)

第1条この協定は、災害時の乙による応急復旧資材の供給等に関して基本的事項を定め、応急復旧資材の

優先的な供給を受けることにより、災害時における管理施誇等の早期復旧を行うことを目的とする。

伎援の実施範囲)

第2条業務の実施範囲は、甲の管理施ヨ斐等において発生した被災箇所とする。

伎援の要請)

第3条甲は、災害時において、乙に対し、次のとおり応急復旧資材の供給等を要請することができる。

(1)被災した管理旛斐等の復旧のために必要な資材の優先的な手配

(2)応急復旧に際しての施工方法に関する技付碕旨導及び本復旧実施のための設計に関する助言

2 甲は、前項の応急復旧資材の供給等を乙に要請するときは、被災概要及て腰請内容を明らかにした書面

(様式1)を乙に提示することにより行うものとする。ただし、緊急時で前述の対応により難いときは、 電

話等で要請できるものとし、この場合は、後日速やかに提出するものとする。

3 乙は、前1項に基づき甲から応急復旧資材の供ホ合等を要請された場合、特段の理由がない限り、甲の要

請に応じるものとする。

(実施体制)

第4条乙は、この協定締紺妾速やかに、乙の連絡体制を確立し必要事項を書面(様式2)により甲に提出す

るものとする。

2 乙は、前項に係る事項に変更が生じた場合には、速やかに甲に申し出るものとする。

(報告)

第5条乙は、甲より第3条1項に係る要請を受けた場合、応急復旧資材の供給等力河能な乙の会員を書面

(様式3)により甲に報告するものとする。ただし、緊急時で前述の対応により難いときは、電靜等で報告

できるものとし、この場合は、後日速やかに提出するものとする。

(契約の締結)

第6条甲は、第3条1項に基づき乙に応急復旧資材の供給等を要請し、乙の会員に出動を要請したときは、

乙の会員と遅滞なく応急復旧資材の供給等に係る随意契約を締結するものとする。

(費用)

第7条この協定に基づき甲が乙に対し要請した応急復旧資材の供給等に係る費用は甲の負担とし、甲の負

担額については、山形県企業局水道工事標準積算資料、山形県県士劉肩部設計単価決定要領に基づき算定

するものとする。これにより難い場合は、甲と第6条1項で契約を締結した乙の会員と協議のうえ定める

ものとする。なお、第4条に定める連絡体制等の紺寺に係る費用は乙の負担とする。

(協定期間)

第8条この協定の有効期間は、協定締結の日から令禾U4年3月31日までとする。ただし、有亥力期間満了

の1ケ月前までに、・甲及び乙の一方又は双方から申し出がない場合、引き続き同一条件をもって1年間の

協定を行ったものとし、以降もまた同様とする。

(損害の補償)

第9条応急復旧資材の供ネ合等に伴い、甲及び乙双方の責に帰さない事由により、第三者に損害を及ぼした

場合、その措置については、甲乙協議して決定するものとする。

(その他)

第10条この協定に定めのない事項や各条項に疑義が生じた場合には、甲乙双方による協議のうえ決定す

るものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙き諾押印の上、各自1通を保有するものとする。

冷泳口 4年3月11日

信1金岡酉)
達首戸同

_協戸超
妄向造

甲 山形県企業管理者

乙 日本水道鋼管協会長

高橋広1

凶派県
回業肖
翻胤妥
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